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中期財務計画 2021-2024 

 

 日本ラグビーフットボール協会では、ジャパンラグビー中期戦略計画 2021-2024 におけ

る目標 2「世界一のラグビーユニオンを目指して経営の安定化を図り、未来への投資を拡充

させるための財務基盤を確保する」の達成をより確実なものとするため、中期財務計画

2021-2024 を策定した。 

 

 

 まず、2020 年度までの状況について概括すると、以下 2 つの問題点が確認された。 

1. 収益力と強化費用のアンバランスが顕在化 

 RWC でのベスト 8 やオリンピックメダル獲得等、高い目標を達成するための強化活動費

の増加に加え、選手・スタッフのプロフェッショナル化が進み、環境整備等に関わる各種費

用も増大化した。結果として、日本協会としての収益力とのアンバランスが顕在化した。 

2. 4 年サイクルでの大きな損失が発生 

 RWC の開催年度は、その他の 3 年以上に代表強化活動が増加し、多大な強化費用が必要

となっていた。一方で、当該年度は、世界のラグビーカレンダーも変則的となるため、国内

における代表戦だけでなく、国内リーグ等も制約を受けることが多く、結果として、興行収

入が減少、４年ごとに正味財産を大きく目減りさせるサイクルが発生していた。 

  



                      2022 年 5 月 18 日 

2 

 次に、これらの問題点を解消し、現中期戦略計画の最終年度である 2024 年度末には   

5 億円以上の一般正味財産を積み立て、100 億円の収益を達成したい。そのための中期財務

計画 2021-2024 は以下の通りである。 

 

中期財務計画 2021-2024 収支計画 

                   （単位：百万円） 

 

（単位：百万円） 
 

2021 年度 

見込 

2022 年度 

予算 

2023 年度 

計画 

2024 年度 

計画 

収益計 4,904 7,295 7,000 10,000 

費用計 5,084 6,983 7,000 9,400 

一般正味財産増減額 -180 312 0 600 

一般正味財産残高 928 1,240 1,240 1,840 
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この計画実現のための主な取り組みは以下の通りである。 

 

1.収益拡大策の展開 

(1)興行大会収益機会（国際・国内）の拡大 

  2022 年度においては、国際試合を５試合計画し収益の増大を図る。2023 年度において

は従来の RWC 開催年度における収益悪化傾向を回避すべく、4 試合以上の国際試合数を

確保する。また、2024 年度においては、RWC2023 後に想定するラグビー人気を最大活

用すべく国際試合数の更なる増加を図り、プロモーション及びチケッティング等におい

て最大限の収益確保を目指すこととした。 

  この他、収益性を考慮した魅力ある新たな興行大会を創出すると共に、7 人制大会や女

子大会など既存大会の収益化にも積極的に取り組むこととした。 

 

(2)ジャパンラグビーリーグワンとの協働によるラグビーファンのエンゲージ強化 

  ファンデータを一元的に管理し、SNS 等の様々な情報発信やチケッティング、デジタ

ル配信等のファン向けサービスの拡大を通じて、広くラグビーファン層を開拓し、新たな

収益機会と新規事業へ繋げる。具体的には、ファンクラブ会員制度を刷新し、会員収入増

加とチケットやスポンサー収入拡大への効果を図る他、DX・テクノロジーを活用した新

規事業・収益機会の開拓、グラスルーツ事業等、新たなマーケティングプロパティの開発

を行うこととした。 

  この他、非イベント収入の拡大・確保を行うべく、補助金や各種助成や JRFU 基金等の

積極的活用を行うこととした。 

 

2.収支管理及び財務管理に関わる強化策の実施 

 組織基盤の整備による管理体制の強化を図ると共に、予算管理・会計処理システムの検討、

構築を行う。合わせて、財産運用方法の計画立案、財産運用に関する規程の見直しを行うこ

ととした。 

 

以上 


